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	必要
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	500万円以上の 下請工事
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	再下請負契約
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	※建設業許可を取得している会社は、 　軽微な工事であっても主任技術者の配置が必要である。



	＼知っていますか？／ 建設業許可は会社の信頼に繋がります
	建設業許可は一定規模以上の建設工事を事業として請け負うために、国または都道府県から受ける行政上の許可である
	①いつ必要？
	・工事請負金額が500万円以上(税込、材料費込)の場合は必須である ・建築一式工事では請負金額1,500万円以上(税込、材料費込)の工事の場合に必須である

	②取得方法は？
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	・法律で定められた基準以上の工事を合法的に請け負うことができる ・公共工事の入札参加が可能になる ・企業の信頼度向上に繋がる

	③メリットは？
	・定められた事業所に『専任の主任技術者』を配置する必要がある ・軽微な工事であっても主任技術者を配置することが求められる

	④注意事項は？
	主任技術者とは
	・工事の技術面の責任者 ・施工方法、品質、安全の確保を担う ・請負金額に関係なく(軽微な工事を除く)原則配置が必要

	主任技術者になるための要件とは
	①国家資格を持っている場合  （下記のいずれかを保有）
	・1級又は2級建築施工管理技士(仕上げ)  ・建築士(一級、二級、木造)

	②1級技能士を保有の場合
	・内装仕上げ施工技能士(1級)  ・床仕上げ施工技能士(1級) ・表装技能士(1級) など

	③実務経験のみでなる場合  （資格なしでも下記いずれかで可能）
	・(建築系)高校卒業：5年以上 ・(建築系)大学又は専門卒業：3年以上 ・10年以上の実務経験




